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(57)【要約】
【課題】特に温間成形を施すことにより、高い延性を示
すことで優れたプレス成形性を有しながら、成形後には
強度の上昇を示すことで高い部材強度を達成する温間成
形用薄鋼板等を提供する。
【解決手段】本発明の温間成形用薄鋼板は、質量％で、
Ｃ：０．０４～０．２％、Ｓｉ：０．５～２．５％、Ｍ
ｎ：１．５～３．５％、Ｐ：０．００１～０．０５％、
Ｓ：０．０００１～０．０１％、Ａｌ：０．００１～０
．１％、Ｎ：０．０００５～０．０１％を含有し、残部
がＦｅおよび不可避的不純物からなる成分組成を有し、
鋼組織が、面積率で、ポリゴナルフェライト相を３０％
以上、マルテンサイト相を２０％以上および残留オース
テナイト相を３％未満含有する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０．０４～０．２％、Ｓｉ：０．５～２．５％、Ｍｎ：１．５～３．５
％、Ｐ：０．００１～０．０５％、Ｓ：０．０００１～０．０１％、Ａｌ：０．００１～
０．１％、Ｎ：０．０００５～０．０１％を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純物か
らなる成分組成を有し、鋼組織が、面積率で、ポリゴナルフェライト相を３０％以上、マ
ルテンサイト相を２０％以上および残留オーステナイト相を３％未満含有することを特徴
とする、成形性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板。
【請求項２】
　室温における歪み量0.05での加工硬化率(WHR(0))と、300℃における歪み量0.05での加
工硬化率(WHR(300))とが下記式（１）を満足し、かつ、
室温での引張強度（ＴＳ(0)）と、300℃で歪み量0.10の予加工を加えたのちの室温での引
張強度（ＴＳ(300)）とが下記式（２）を満足することを特徴とする請求項１に記載の成
形性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板。
　　　　　　　　　　　　　　　　記
 
　　　WHR(300)／WHR(0)＞1.20　　　　　・・・・・（１）
 
　　　ＴＳ(300)－ＴＳ(0)＞150（MPa）　・・・・・（２）
 
【請求項３】
　室温での引張強度に対する250～400℃の温度域での引張強度の低下量が150MPa以下であ
り、かつ
室温での降伏強度に対する250～400℃の温度域での降伏強度の上昇量が50MPa以下である
ことを特徴とする請求項１または２に記載の成形性および強度上昇能に優れた温間成形用
薄鋼板。
【請求項４】
　前記成分組成は、質量％で、Ｂ：0.0003～0.0050％をさらに含有することを特徴とする
請求項１～３のいずれか１項に記載の成形性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板
。
【請求項５】
　前記成分組成は、質量％で、Ti：0.0005～0.1％およびNb：0.0005～0.05％から選ばれ
る少なくとも１種の成分をさらに含有することを特徴とする請求項１～４のいずれか１項
に記載の成形性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板。
【請求項６】
　前記成分組成は、質量％で、Cr：0.01～1.0％およびMo：0.01～1.0％から選ばれる少な
くとも１種の成分を含有することを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の成形
性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の薄鋼板であって、前記マルテンサイト相の一部又
は全部が焼戻しマルテンサイトであることを特徴とする成形性および強度上昇能に優れた
温間成形用薄鋼板。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載の薄鋼板であって、更に、面積率でベイナイト相を
30％未満の分率で含有することを特徴とする成形性および強度上昇能に優れた温間成形用
薄鋼板。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の薄鋼板に、250～400℃の温度域で相当塑性歪み量
：0.02以上の温間加工を施すことを特徴とする温間成形方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主に自動車の構造部材に好適な室温での引張強度（ＴＳ）が780MPa以上の高
強度薄鋼板（具体的には、高強度熱延鋼板、高強度冷延鋼板、高強度溶融亜鉛めっき鋼板
を含む。）に係るものであり、特に、温間成形を施すことにより、高い延性を示すことで
優れたプレス成形性を有しながら、成形後には強度の上昇を示すことで高い部材強度を達
成する温間成形用薄鋼板および温間成形方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、衝突時における乗員の安全性確保や車体の軽量化による燃費改善を目的として、
室温での引張強度（ＴＳ）が780MPa以上で、板厚が、例えば３ｍｍ以下と薄い高強度薄鋼
板の自動車構造部材への適用が積極的に進められている。
【０００３】
　しかしながら、一般的には、鋼板の高強度化は鋼板のプレス成形性の低下につながるこ
とから、高強度と優れた成形性を併せ持つ鋼板が望まれている。一方で、鋼板を高温に加
熱した状態で塑性加工を施す温間成形を行うことにより、変形抵抗の低減を利用して成形
性を向上したり、プレス中の加工－熱処理により強度を上昇する検討が行われている。
【０００４】
　成形性を向上する技術では、例えば、特許文献１には、Ｃ：0．010～0．10wt％、Si：0
．05～2．0wt％、Mn：0．50～3．00wt％、Ｐ：0．003～0．15wt％、Ｓ：0．01wt％以下を
含有し、残部はFeおよび不可避不純物からなる成分組成を有し、かつその組織が、主相で
あるフェライト相と第２相であるマルテンサイト相とを主体にして構成され、（100℃に
おけるYS）／（20℃におけるYS）が0．50以下であることを特徴とする温間プレス成形性
に優れた薄鋼板が提案されている。
【０００５】
　特許文献２には、質量％にて、Ｃ：0．03～0．2％、Si：0．5％以下、Mn：l～3％、Ｐ
：0．1％以下、Ｓ：0．1％以下、Cr：0．01～1％、Al：0．01～0．1％、Ｎ：0．02％以下
を含有し、残部はFeおよび不純物からなる組成で、室温における引張強さに対する450℃
における引張強さの比が、0．7以下であることを特徴とする高張力薄鋼板が提案されてい
る。
【０００６】
　特許文献３には、質量％で、Ｃ：0．01～0．12％、Si：2．0％以下、Mn：0．01～2．0
％、Ｐ：0．2％以下、Al：0．001～0．1％、Ｎ：0．0040～0．0200％を含み、さらに、Ti
：0．001～0．1％、Ｂ：0．01％以下を含有し、残部Feおよび不可避的不純物よりなる組
成と、平均結晶粒径が８μｍ以下のフェライトを主相とする組織を有し、かつ質量％で0
．0040～0．0080％の固溶Ｎ量を有することを特徴とする温間プレス成形性に優れた高張
力熱延鋼板が提案されている。
【０００７】
　特許文献４には、質量％で、Ｃ：0．05～0．6％、Si＋Al：0．5～3％、Mn：0．5～3％
、Ｐ：0．15％以下、Ｓ：0．02％以下を含有し、且つ、母相組織は、平均硬度がピッカー
ス硬度で240Hv以上であるベイニティック・フェライト及び／又はグラニュラー・ベイニ
ティック・フェライトを全組織に対して占積率で70％以上含有し、第２相組織は、残留オ
ーステナイトを全組織に対して占積率で5～30％含有し、該残留オーステナイト中のＣ濃
度（CγR）は1．0％以上であり、更にベイナイト／マルテンサイトを含有しても良いもの
であることを特徴とする温間加工による伸び、及び伸びフランジ性に優れた高強度鋼板が
提案されている。
【０００８】
　また、強度を上昇する技術では、例えば、特許文献５には、重量％で、Ｃ：0．01～0．
20％、Si：0．01～3．0％、Mn：0．01～3．0％、Ｐ：0．002～0．2％、Ｓ：0．001～0．0
20％、Al：0．005～2．0％、Ｎ：0．0002～0．01％、Mo：0．01～1．5％、を含有し、更
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に重量％で、Cr：0．01～1．5％．Nb：0．005～0．10％、Ti：0．005～0．10％、Ｖ：0．
005～0．10％、Ｂ：0．0003～0．005％、の１種または２種以上を含有せしめ、その範囲
が特定の成分組成式を満足し、かつ残部が鉄および不可避的不純物からなることを特徴と
する熱処理硬化能に優れた薄鋼板が提案されている。
【０００９】
　特許文献６には、質量％で、Ｃ：0．02～0．20％．Si：0．5～2．0％、Mn：0．5～2．5
％、sol．Al：0．15～1．2％、Ｎ：0．020％以下、かつ、Si（％）＋sol．Al（％）≧1．
2（％）を満足し、残部がFeおよび不可避的不純物からなり、体積％で10％以上のベイナ
イト相を含有し、パーライト相とマルテンサイト相の合計が体積％で１０％以下である結
晶組織を備えた温間成形用高張力鋼板が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開2000－87183号公報
【特許文献２】特開2003－113442号公報
【特許文献３】特開2001－234282号公報
【特許文献４】特開2004－190050号公報
【特許文献５】特開2000－234153号公報
【特許文献６】特開2002－256388号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　しかしながら、特許文献１および２に記載された技術は、温間成形での変形抵抗の低下
を利用した寸法精度の向上を意図したものであって、温間成形時の成形性（延性）を向上
することを意図するものではない。また、特許文献３に記載された技術は、温間成形での
変形抵抗の変化を利用した絞り性の向上を意図したものであって、温間成形時の延性につ
いては考慮されておらず、適用できる成形様式が限定されてしまうという問題がある。さ
らに、特許文献１～３は、いずれも温間加工後の常温（部材の使用環境）における強度に
ついては考慮されていない。特許文献４に記載された技術は、母相組織の平均硬度と残留
オーステナイト中のＣ濃度及びその体積率を制御して延性と伸びフランジ性を向上するも
のであるが、温間加工後の常温（部材の使用環境）における強度については考慮されてい
ない。さらに、特許文献５に記載された技術は、転位密度の高い母相組織中に温間成形で
微細炭化物を形成させて強度を上昇させることを意図したものであり、特許文献６に記載
された技術は、転位密度の高い母相組織を温間成形で歪み時効硬化させて強度を上昇させ
ることを意図したものであるが、いずれも温間成形時の成形性については何ら考慮がされ
ていない。
【００１２】
　本発明の目的は、これらの問題を解決し、780MPa以上の引張強度（ＴＳ）を有する高強
度薄鋼板において、温間成形の適用によりプレス成形性を向上させると同時に、温間成形
後の部材においては、その使用環境（常温）における強度を上昇可能な温間成形用薄鋼板
およびそれを用いた温間成形方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　まず、この発明の根拠となる実験事実について述べる。
化学組成（質量％）として、0.089％Ｃ－1.38％Si－2.46％Mn－0.012％Ｐ－0.0022％Ｓ－
0.041％Al－0.0026％Ｎ－0.22％Crを含有する鋼Ａと、0.092％Ｃ－0.14％Si－2.41％Mn－
0.023％Ｐ－0.0011％Ｓ－0.035％A1－0.0030％Ｎ－0.16％Cr－0.021％Nbを含有する鋼Ｂ
を、それぞれ真空溶解炉にて５０ｋｇ溶製して鋳片とした。
【００１４】
　これらの溶製した鋳片を1250℃に加熱し、粗圧延を施したのち、仕上げ圧延を880℃の
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温度で行い、620℃で巻取相当熱処理を施して板厚3.2ｍｍの熱延鋼板とした。これら熱延
鋼板は酸洗を施して表面のスケールを除去し、さらに圧下率50％の冷間圧延を施して板厚
1.6ｍｍの冷延鋼板とした。次いで、750～900℃で300秒の均熟処理を施した後に、300～5
00℃まで冷却し、その温度で120秒保持したのち室温まで冷却し、種々の鋼板を作製した
。これらの鋼板について、鋼組織の同定を行うとともに、鋼組織を構成する各相の面積率
（％）を測定した。鋼組織（ミクロ組織）は鋼板の圧延方向に平行な板厚断面について、
ナイタールによる腐食現出組織を走査型電子顕微鏡（SEM）で5000倍に拡大して鋼組織を
同定した。これを画像解析ソフト（Image－Pro；Cybernetics社製）により解析し各相の
面積率（％）を求めた。鋼板を板厚l/4位置まで研磨した後に、さらに0.1ｍｍを化学研磨
した面を測定面として、Ｘ線回折装置でMoのKα線を用いて、面心立方（fcc）鉄の（200
）、（220）、（311）面と、体心立方（bcc）鉄の（200）、（211）、（220）面の積分強
度を測定し、そのfccの比率をもって残留オーステナイト相の体積率を求め、３次元的に
均質と仮定して、これを残留オーステナイト相の面積率（％）とした。また、圧延方向と
直角方向にJIS5号引張試験片を採取し、JIS Z2241（2011年）に準拠して、20ｍｍ/minの
クロスヘッド速度で、試験温度を室温から500℃まで変化した温間引張試験を行い、機械
的性質を評価した。一部のサンプルについては、温間引張試験を歪み量0.10で停止し、室
温まで冷却したのち、再度引張試験を実施し、機械的特性を評価した。
【００１５】
　上記鋼Ａを用いて作製した、鋼組織が、面積率で、ポリゴナルフェライト相が65％、マ
ルテンサイト相が34％および残留オーステナイト相が１％であるサンプル鋼Alと、ポリゴ
ナルフェライト相が６％、マルテンサイト相が67％および残留オーステナイト相が２％お
よび残部がベイナイト相であるサンプル鋼A2の２種類を用意し、また、上記鋼Ｂを用いて
作製した、鋼組織が、面積率で、ポリゴナルフェライト相が54％、マルテンサイト相が44
％および残留オーステナイト相が２％であるサンプル鋼Blを用意し、これらのサンプルA1
、A2、B1について、引張強度（ＴＳ）と全伸び（Ｅｌ）との積の値（ＴＳ×Ｅｌ）と試験
温度の関係を図１に示す。
【００１６】
　図１の結果から、サンプル鋼A1では、試験温度が250℃から400℃の範囲でTSとE1との積
の値が著しく高い値を示し、温間で優れた成形性を示している。一方、サンプル鋼A2、B1
では、TSとE1の積の値の顕著な上昇は認められなかった。
【００１７】
　上記したサンプル鋼Al、A2およびB1について、温間での引張試験を歪み量0.10で停止し
、室温まで冷却したのち、再度引張試験をしたときのTSから、室温で引張試験をしたとき
のTSを差し引いた値、すなわちTSの上昇量（△TS）を求めた。求めた△TSと試験温度の関
係を図２に示す。
【００１８】
　図２の結果から、サンプル鋼A1では、試験温度が250℃から400℃の範囲で△TSが150Ｍ
Ｐａ超えと著しく高い値を示し、高い強度上昇能を示す。一方、サンプル鋼A2、B1では、
△TSの上昇傾向は認められるものの、いずれも100ＭＰａ以下と低い値であった。
【００１９】
　次に、鋼Ａについて種々の焼鈍条件で製造したサンプルについて、試験温度が300℃で
のＴＳとＥｌとの積の値ＴＳ×Ｅｌと、ポリゴナルフェライト相およびマルテンサイト相
の面積率との関係をプロットしたものを図３に示す。図３の結果から、ポリゴナルフェラ
イト相の面積率が30％以上の範囲でかつマルテンサイト相の面積率が20%以上の場合にTS
とE1との積の値ＴＳ×Ｅｌが20000以上と著しく高い値を示し、温間で優れた成形性を示
すことがわかる。
【００２０】
　また、鋼Ａについて種々の焼鈍条件で製造したサンプルについて、試験温度が300℃で
のΔＴＳと、ポリゴナルフェライト相およびマルテンサイト相の面積率との関係をプロッ
トしたものを図４に示す。図４の結果から、ポリゴナルフェライト相の面積率が30％以上
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の範囲でかつマルテンサイト相の面積率が20%以上の場合にΔTSが著しく高い値を示し、
高い強度上昇能を示すことがわかる。
【００２１】
　本発明者らは、上記した実験結果を踏まえて、780MPa以上の引張強度ＴＳを有する高強
度薄鋼板において、温間成形時の延性の向上と温間で予加工を施した後の室温での強度の
上昇を両立する方法について、さらに鋭意検討を重ねたところ、以下のことを見出した。
【００２２】
（ｉ）成分組成を特定の関係を満足するように適正化した上で、鋼組織を、面積率で、ポ
リゴナルフェライト相を30％以上、マルテンサイト相を20％以上、かつ、残留オーステナ
イト相を３％未満の面積率とすることにより、780MPa以上の引張り強度ＴＳを有する高強
度薄鋼板において、温間成形時の延性の向上と温間で予加工を施した後の室温での引張強
度の上昇を達成できる。
【００２３】
（ｉｉ）こうした特性の向上は、上記した特徴を有する薄鋼板を鋼板温度が250～400℃で
、相当塑性歪み量0．02以上の加工を加えることによって得られる。
【００２４】
　以上の実験事実から本発明を完成させるに至ったのである。本発明の要旨構成は以下の
通りである。
【００２５】
（１）質量％で、Ｃ：０．０４～０．２％、Ｓｉ：０．５～２．５％、Ｍｎ：１．５～３
．５％、Ｐ：０．００１～０．０５％、Ｓ：０．０００１～０．０１％、Ａｌ：０．００
１～０．１％、Ｎ：０．０００５～０．０１％を含有し、残部がＦｅおよび不可避的不純
物からなる成分組成を有し、鋼組織が、面積率で、ポリゴナルフェライト相を３０％以上
、マルテンサイト相を２０％以上および残留オーステナイト相を３％未満含有することを
特徴とする、成形性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板。
【００２６】
（２）室温における歪み量0.05での加工硬化率(WHR(0))と、300℃における歪み量0.05で
の加工硬化率(WHR(300))とが下記式（１）を満足し、かつ、室温での引張強度（ＴＳ(0)
）と、300℃で歪み量0.10の予加工を加えたのちの室温での引張強度（ＴＳ(300)）とが下
記式（２）を満足することを特徴とする上記（１）に記載の成形性および強度上昇能に優
れた温間成形用薄鋼板。
【００２７】
　　　　　　　　　　　　　　　　記
 
　　　WHR(300)／WHR(0)＞1.20　　　　　・・・・・（１）
 
　　　ＴＳ(300)－ＴＳ(0)＞150（MPa）　・・・・・（２）
【００２８】
（３）室温での引張強度に対する250～400℃の温度域での引張強度の低下量が150MPa以下
であり、かつ室温での降伏強度に対する250～400℃の温度域での降伏強度の上昇量が50MP
a以下であることを特徴とする上記（１）または（２）に記載の成形性および強度上昇能
に優れた温間成形用薄鋼板。
【００２９】
（４）前記成分組成は、質量％で、Ｂ：0.0003～0.0050％をさらに含有することを特徴と
する上記（１）～（３）のいずれかに記載の成形性および強度上昇能に優れた温間成形用
薄鋼板。
【００３０】
（５）前記成分組成は、質量％で、Ti：0.0005～0.1％およびNb：0.0005～0.05％から選
ばれる少なくとも１種の成分をさらに含有することを特徴とする上記（１）～（４）のい
ずれかに記載の成形性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板。
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【００３１】
（６）前記成分組成は、質量％で、Cr：0.01～1.0％およびMo：0.01～1.0％から選ばれる
少なくとも１種の成分を含有することを特徴とする上記（１）～（５）のいずれかに記載
の成形性および強度上昇能に優れた温間成形用薄鋼板。
【００３２】
（７）上記（１）～（６）のいずれかに記載の薄鋼板であって、前記マルテンサイト相の
一部又は全部が焼戻しマルテンサイトであることを特徴とする成形性および強度上昇能に
優れた温間成形用薄鋼板。
【００３３】
（８）上記（１）～（７）のいずれかに記載の薄鋼板であって、更に、面積率でベイナイ
ト相を30％未満の分率で含有することを特徴とする成形性および強度上昇能に優れた温間
成形用薄鋼板。
【００３４】
（９）上記（１）～（８）のいずれかに記載の薄鋼板に、250～400℃の温度域で相当塑性
歪み量：0.02以上の温間加工を施すことを特徴とする温間成形方法。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明によれば、780MPa以上の引張り強度ＴＳを有する高強度薄鋼板において、温間成
形を適用することでプレス成形性を向上して部品形状の自由度を高め、より成形難易度の
高い部品の高強度化が可能となる。さらに、本発明により製造した構造部材を自動車車体
に適用することにより、より一層の乗員の安全性確保や、大幅な車体の軽量化による燃費
改善を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】図１は、サンプル鋼A1、A2、B1について、引張強度（ＴＳ）と全伸び（Ｅｌ）と
の積の値（ＴＳ×Ｅｌ）と、試験温度の関係をプロットした図である。
【図２】図２は、サンプル鋼Al、A2およびB1について、温間での引張試験を歪み量0.10で
停止したのち、室温まで冷却したのち、再度引張試験をしたときのＴＳから、室温で引張
試験をしたときのTSを差し引いた値、すなわちTSの上昇量（△TS）と、試験温度の関係を
プロットした図である。
【図３】図３は、鋼Ａについて種々の焼鈍条件で製造したサンプルについて、ＴＳとＥｌ
との積の値ＴＳ×Ｅｌと、ポリゴナルフェライト相およびマルテンサイト相の面積率との
関係をプロットした図である。
【図４】図４は、鋼Ａについて種々の焼鈍条件で製造したサンプルについて、TSの上昇量
（△TS）と、ポリゴナルフェライト相およびマルテンサイト相の面積率との関係をプロッ
トした図である。
【図５】図５は、薄鋼板にプレス成形を施す際の状態を説明するための図である。
【図６】図６は、成形品の口開き量を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　以下に、本発明の詳細を説明する。なお、成分元素の含有量を表す「％」は、特に断ら
ない限り「質量％」を意味する。また、ここでいう「室温」とは、JIS Z 8703で常温と規
定される20±15℃の範囲のことを意味する。
【００３８】
（１）成分組成
・Ｃ：0.04～0.2％
　炭素（Ｃ）は、鋼を強化するために重要な元素であり、高い固溶強化能を有するととも
に、マルテンサイト相による組織強化を利用する際に、その面積率や硬度を調整するため
に不可欠な元素である。さらに、鋼中のＣは、温間成形時に加工で導入された可動転位と
その成形温度下で強い相互作用を示して、その運動を阻害することで、塑性変形の進行の
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ために新たに多量の可動転位を導入させる効果を有する。このため、加工硬化が促進して
歪みの伝播性を高めるため、温間成形時には一様伸びが上昇して成形性が向上する。さら
に、温間成形後の常温の状態では可動転位はＣで固着された状態になるため、上記した可
動転位の増殖の促進との相乗効果により、温間加工後に室温で変形したときの強度が著し
く上昇する。こうした効果を充分に得るには、Ｃ含有量を0.04％以上にすることが必要で
ある。一方、Ｃ含有量が0.2％を超えると、溶接性が劣化するともに、マルテンサイト相
が著しく硬化して延性が低下する。したがって、Ｃ含有量は0.04～0.2％とする。
【００３９】
・Si：0.5～2.5％
　シリコン（Si）は、鋼組織中に占めるポリゴナルフェライト相の面積率を高めるととも
に、ポリゴナルフェライト相を清浄化して延性を高める効果がある。さらに、Siは、温間
成形時のすべり系を制限する作用があり、可動転位の増殖を促進して加工硬化能を高めて
延性を向上する。こうした効果を得るには、Si量を0.5％以上にする必要がある。一方、S
i量が、2.5％を超えると、効果が飽和するとともに、表面性状に甚大な問題を生ずるよう
になる。したがって、Si量は0.5～2.5％とする。
【００４０】
・Mn：1.5～3.5％
　マンガン（Mn）は、鋼の熱間脆化の防止ならびに強度確保のために有効であるとともに
、焼入れ性を向上させて複合組織化を容易にする。マルテンサイト相を所定の面積率で得
るためには、Mn含有量を1.5％以上にする必要がある。一方、Mn含有量が3.5％を超えると
、偏析相の生成が著しくなり、成形性の劣化を招く。したがって、Mn量は1.5～3.5％とす
る。尚、所定の分率のマルテンサイト相を得やすくするためには、C含有量が0.12％未満
ではMn量は1.6%以上とするのが好ましい。
【００４１】
・Ｐ：0.001～0.05％
　リン（Ｐ）は、所望の強度に応じて添加できる元素であり、また、フェライト変態を促
進するために複合組織化にも有効な元素である。こうした効果を得るには、Ｐ量を0.001
％以上にする必要がある。一方、Ｐ量が0.05％を超えると、溶接性やめっき性の低下を招
く。したがって、Ｐ量は0.001～0.05％とする。
【００４２】
・Ｓ：0.0001～0.01％
　硫黄（Ｓ）は、粒界に偏析して熱間加工時に鋼を脆化させるとともに、硫化物として存
在して局部変形能を低下させるため、その量は0.01％以下、好ましくは0.003％以下、よ
り好ましくは0.001％以下とする必要がある。しかし、生産技術上の制約から、Ｓ含有量
は0.0001％以上にする必要がある。したがって、Ｓ含有量は0.0001～0.01％、好ましくは
0.0001～0.003％、より好ましくは0.0001～0.001％とする。
【００４３】
・Al：0.001～0.1％
　アルミニウム（Al）は、フェライト相を生成させ、強度－延性バランスを向上させるの
に有効な元素である。こうした効果を得るには、Al含有量を0.001％以上にする必要があ
る。一方、Al量が0.1％を超えると、表面性状の劣化を招く。したがって、Al量は0.001～
0.1％とする。
【００４４】
・Ｎ：0.0005～0.01％
　窒素（Ｎ）は、鋼の耐時効性を劣化させる元素である。特に、Ｎ含有量が0.01％を超え
ると、耐時効性の劣化が顕著となる。その量は少ないほど好ましいが、生産技術上の制約
から、Ｎ含有量は0.0005％以上にする必要がある。したがって、Ｎ含有量は0.0005～0.01
％とする。
【００４５】
　残部は鉄（Fe）および不可避的不純物であるが、以下の理由から、Ｂ：0.0003～0.0050
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％や、Ti：0.0005～0.1％およびNb：0.0005～0.05％から選ばれる少なくともl種の元素や
、Cr：0.01～1.0％およびMo：0.01～1.0％から選ばれる少なくとも１種の成分を、必要に
応じて適宜含有させることができる。
【００４６】
・Ｂ：0.0003～0.0050％
　ボロン（Ｂ）は、焼入れ性を向上させて複合組織化を容易にする元素であって、マルテ
ンサイト相を所定の面積率で得るため、必要に応じて適宜添加する。こうした効果を得る
には、Ｂ含有量を0.0003％以上にする必要がある。一方、Ｂ含有量が0.0050％を超えると
、効果が飽和するとともに延性の低下を招く。したがって、Ｂ含有量は0.0003～0.0050％
とする。
【００４７】
・Ti：0.0005～0.1％およびNb：0.0005～0.05％から選ばれる少なくとも１種の成分
　チタン（Ti）およびニオブ（Nb）は、ともにＣやＮと折出物を形成して強度および靭性
の向上に有効に寄与する。また、析出強化により鋼を強化するため、所望の強度に応じて
添加することができる。また、TiはＢと同時に含有させた場合には、ＮをTiNとして析出
させるため、BNの析出が抑制され、上記したＢの効果が有効に発現される。こうした効果
を得るには、Ti量、Nb量はそれぞれ0.0005％以上にする必要がある。一方、Ti量が0.1％
、Nbが0.05％を超えると、析出強化が過度に働き、延性の低下を招く。したがって、Ti量
は0.0005～0.1％、Nb量は0.0005～0.05％とする。なお、鋼中にTiとNbの双方を含有させ
る場合には、TiとNbのトータル含有量を0.001～0.1％の範囲とすることが好ましい。
【００４８】
・Cr：0.01～1.0％およびMo：0.01～1.0％から選ばれる少なくとも１種の成分
　クロム（Cr）およびモリブデン（Mo）は、固溶強化元素としての役割のみならず、オー
ステナイト相を安定化させて複合組織化を容易にするため、マルテンサイト相を所定の面
積率で得るために必要に応じて添加することができる。こうした効果を得るには、Crおよ
びMo含有量は、それぞれ0.01％以上にする必要がある。一方、CrおよびMo含有量がともに
1.0％を超えると、めっき性、成形性、スポット溶接性が劣化する。したがって、Crおよ
びMo含有量はともに0.01～1.0％とする。なお、鋼中にCrとMoの双方を含有させる場合に
は、CrとMoのトータル含有量を0.02～1.0％の範囲とすることが好ましい。
【００４９】
（２）鋼組織
　本発明の薄鋼板は、鋼組織が、面積率で、ポリゴナルフェライト相：30％以上、マルテ
ンサイト相：20％以上および残留オーステナイト相：３％未満含有する。
【００５０】
　鋼組織（ミクロ組織）は、温間成形時の延性の向上と温間加工後の常温での強度を上昇
するためには、ポリゴナルフェライト相とマルテンサイト相の複合組織にする必要がある
。温間成形で導入された可動転位は主に塑性変形を生じ易いポリゴナルフェライト相に分
布する。この可動転位と鋼中のＣが相互作用することで加工硬化能が高まり延性が向上す
る。マルテンサイト相はポリゴナルフェライト相中の界面付近に可動転位を導入し、その
増殖を助長する作用を有する。このため、上記したポリゴナルフェライト相の温間成形時
の延性向上を促進する。一方、温間成形時の可動転位と鋼中のＣとの相互作用は、一般的
な動的歪み時効現象で見られるように、延性の低下を招いたり、セレーションと呼ばれる
変形時の応力の不安定を生じる。ポリゴナルフェライト相とマルテンサイト相との適正な
面積率での複合組織とすることで、転位源が分散して歪みの伝播性を高めて加工硬化の促
進による延性の向上を有効に発現せしめるとともに、応力のセレーションを解消できる。
また、残留オーステナイト相が混在する場合には、鋼中のＣがそこに偏在することでポリ
ゴナルフェライト相中の可動転位との相互作用が抑制されるとともに、上記したマルテン
サイト相の如き効果が認められない。したがって、ポリゴナルフェライト相を30％以上、
マルテンサイト相を20％以上、残留オーステナイト相を３％未満とする必要がある。尚、
上記した温間成形による延性の低下や変形時の応力不安定を極力回避するためには、ポリ
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ゴナルフェライト相の分率は７５％未満とするのが好ましい。
【００５１】
　さらに、マルテンサイト相の一部又は全部が焼戻しマルテンサイト相であっても良い。
マルテンサイト相が焼戻しマルテンサイト相であっても前記した効果は損なわれない。む
しろ、焼戻しマルテンサイト相では比較的に塑性変形能が高いため、焼戻しマルテンサイ
ト相中でも歪み時効硬化が効果的に発現し、一層の温間成形時における加工硬化率の上昇
、すなわち延性の向上、及び温間成形後の室温に対する強度上昇を図ることができる。こ
のとき、焼戻しマルテンサイトは、例えば連続焼鈍後の冷却過程で自己焼戻しで生成され
るものや、焼鈍後の再加熱による焼戻し処理で生成するものなどが有る。
【００５２】
　さらに、上記したポリゴナルフェライト相とマルテンサイト相、残留オーステナイト相
以外の構成相はベイナイト相であることが好ましい。ベイナイト相は本発明の成分組成に
おいては主に板状又はラス状のベイニティックフェライトとそれら界面にマルテンサイト
相が存在する集合体として構成される。このような構成を有するベイナイト相をポリゴナ
ルフェライト相とマルテンサイト相、残留オーステナイト相以外の構成相とすることによ
って、上記したポリゴナルフェライト相とマルテンサイト相において発現されるものと同
様の効果を有することになる。このため、ベイナイト相は、温間成形時における加工硬化
率の上昇、すなわち延性の向上をより効果的に発現することができる。しかし、ベイナイ
ト相が30％以上存在する場合には、むしろその延性を低下させるため、ベイナイト相を30
%未満の分率で含有することが好ましい。
【００５３】
　ここで、鋼組織の面積率の測定方法は、鋼板の圧延方向に平行な板厚断面について、ナ
イタールによる腐食現出組織を走査型電子顕微鏡（SEM）で5000倍に拡大して各相を同定
した。これを画像解析ソフト（Image－Pro；Cybernetics社製）により、各々の構成相に
ついて当該相とこれ以外の相とに２値化した画像を作製した。このとき、マルテンサイト
相と残留オーステナイト相は、識別が困難なため、両相を同一とみなして２値化した。こ
れらをソフトの機能を用いてポリゴナルフェライト相、ベイナイト相およびマルテンサイ
トと残留オーステナイトとの合計の相の各々について面積率を求めた。鋼板を板厚l/4の
位置まで研磨した後に、さらに0.1ｍｍだけ化学研磨した面を測定面として、Ｘ線回折装
置でMoのKα線を用いて、fcc鉄の（200）、（220）、（311）面と、bcc鉄の（200）、（2
11）、（220）面の積分強度を測定し、そのfccの比率をもって残留オーステナイト相の体
積率を求め、３次元的に均質として、これを残留オーステナイト相の面積率とした。また
、上記したマルテンサイトと残留オーステナイトの合計の相の面積率から、これを差し引
いてマルテンサイト相の面積率とした。
【００５４】
　また、本発明の薄鋼板では、室温における歪み量0.05での加工硬化率(WHR(0))と、300
℃における歪み量0.05での加工硬化率(WHR(300))とが下記式（１）を満足することが好ま
しい。
【００５５】
　　　　　　　　　　　　　　　記
　　　WHR(300)／WHR(0)＞1.20　　　　　・・・・・（１）
【００５６】
　本発明による薄鋼板では、上記したように温間成形で導入する可動転位とＣとの相互作
用に基づく加工硬化の促進にともない、歪み伝播性が向上（均一伸びが上昇）して延性が
向上する。この効果がプレス成形性の向上に有効に発現するには、比較的高い歪みの領域
で加工硬化率が上昇しなければならない。具体的には、300℃における歪み量0.05での加
工硬化率の室温における歪み量0.05での加工硬化率に対する比率を1.20超えにすることが
好ましい。ここでいう「歪み量」は、JIS Z 2241（2011年）に準拠した引張試験によって
測定し、真歪で評価した。また、加工硬化率は、引張試験で測定した真応力（σ）－真歪
（ε）曲線において、歪み量0.05での応力と歪みの傾き（ｄσ／ｄε）として求めたもの
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であり、上記の比率は、300℃で引張試験した場合の歪み量0.05における加工硬化率と、
室温で引張試験した場合の歪み量0.05における加工硬化率との比を示している。
【００５７】
　また、本発明の薄鋼板では、室温での引張強度（ＴＳ(0)）と、300℃で歪み量0.10の予
加工を加えたのちの室温での引張強度（ＴＳ(300)）とが下記式（２）を満足することが
好ましい。
【００５８】
　　　　　　　　　　　　　　　記
　　　ＴＳ(300)－ＴＳ(0)＞150（MPa）　・・・・・（２）
【００５９】
　本発明による鋼板では、温間成形時に導入される可動転位とＣの相互作用により加工硬
化能が向上するため、同じ歪み量まで加工したとしても温間成形では室温での成形に比較
して、より大きい転位密度で可動転位が蓄積されている。さらには、これらの可動転位の
多くは鋼中のＣで固着された状態にある。このため、温間成形で予加工（プレス加工）を
加えたのちに室温で再度の変形を加えた場合には、これらの一連の工程を室温で行った場
合に比較して強度が高くなる。この効果を自動車部材の性能、特に衝突特性で有効に発現
して板厚低減による車体の軽量化に寄与するには、300℃で歪み量0.10の予加工を加えた
のちの室温での引張強度は室温での引張強度に対して、少なくとも150MPa超えの上昇代を
有することが好適である。
【００６０】
　また、本発明の薄鋼板では、室温での引張強度に対する250～400℃の温度域での引張強
度の低下量が150MPa以下であることが好ましい。本発明による鋼板は250～400℃の温度域
で温間成形される。一般に、成形温度を上昇させることで歪みの回復や焼き戻し作用など
で鋼板強度は低下する傾向を示すが、引張強度の低下量が150MPaよりも大きいと、特に絞
り成形で破断耐力が低下してプレス割れの原因になる。したがって、室温での引張強度に
対する250～400℃の温度域での引張強度の低下量が150MPa以下とすることが望ましい。
【００６１】
　さらに、本発明の薄鋼板では、室温での降伏強度に対する250～400℃の温度域での降伏
強度の上昇量が50MPa以下であることが好ましい。本発明による薄鋼板は、温間成形時に
導入される可動転位とＣの相互作用により加工硬化能を向上させる。この相互作用は降伏
強度を上昇させる傾向を示すが、その上昇量が50MPaよりも大きい場合には、スプリング
バック量が増大して温間成形によるプレス部材の寸法精度を損なう場合がある。したがっ
て、室温での降伏強度に対する250～400℃の温度域での降伏強度の上昇量が50MPa以下で
あることが望ましい。
【００６２】
（３）温間成形方法
　本発明の温間成形方法は、上記した薄鋼板に、鋼板温度が250～400℃で、相当塑性歪み
量0．02以上の温間加工を施す工程を含む。温間成形により導入される歪みと鋼中のＣが
相互作用して、加工硬化を促進し延性を向上させるためには、Ｃが充分に拡散が可能で、
かつ、転位の回復や消滅が起こらない適正な温度範囲でプレス成形を施す必要がある。
【００６３】
　鋼板温度が250℃未満では、可動転位が導入されたとしても、Ｃが自由に拡散できない
ため相互作用が有効に発現しない。一方、400℃超えでは可動転位が導入されたとしても
、転位の回復や消滅を生じてしまうため、充分なＣ量を含有していても相互作用が有効に
発現しない。また、温間成形による、相当塑性歪み量が0.02未満の場合には、導入される
可動転位の密度が充分でなく、加工硬化の促進による延性の向上や強度の上昇を図ること
ができない。
【００６４】
　本発明で用いられる高強度薄鋼板については、特にその製造方法を規定しないが、一般
的な鋼板製造プロセスで製造することが可能であり、その品種としては、例えば、熱延鋼
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板、冷延鋼板、溶融亜鉛めっき鋼板で代表される表面処理鋼板などが挙げられる。
【００６５】
　例えば、熱延鋼板として製造する場合には、スラブは、マクロ偏析を防止するため、連
続鋳造法で製造するのが好ましいが、造塊法、薄スラブ鋳造法により製造することもでき
る。
【００６６】
　スラブを熱間圧延する際、スラブは再加熱されるが、圧延荷重の増大を防止するため、
加熱温度は1150℃以上にすることが好ましい。また、スケールロスの増大や燃料原単位の
増加を防止するため、加熱温度の上限は1300℃とすることが好ましい。熱間圧延は、粗圧
延と仕上圧延により行われるが、仕上圧延は、その後に行う冷間圧延や焼鈍後の成形性の
低下を防ぐため、Ar3変態点以上の仕上温度で行うことが好ましい。また、結晶粒の粗大
化による組織の不均一やスケール欠陥の発生を防止するため、仕上温度は950℃以下とす
ることが好ましい。熱間圧延後の鋼板は、スケール欠陥の防止や良好な形状性の確保の観
点から、500～700℃の巻取温度で巻き取ることが好ましい。
【００６７】
　冷延鋼板として製造する場合には、上記した巻取り後の熱延鋼板から、スケールを酸洗
などにより除去した後、ポリゴナルフェライト相を効率的に生成させるため、圧下率40％
以上で冷間圧延されることが好ましい。冷間圧延後の鋼板は、Acl変態点以上（Ac3+50）
℃以下の温度域に加熱後、30～500秒間均熱し、3～30℃/秒の平均冷却速度で600℃以下の
冷却停止温度まで一次冷却した後、250～600℃の温度域で過時効処理をしたのち、２次冷
却する方法によって製造できる。
【００６８】
　表面処理鋼板、例えば溶融亜鉛めっき鋼板として製造する場合には、上記した巻取り後
の熱延鋼板から、スケールを酸洗などにより除去した後、ポリゴナルフェライト相を効率
的に生成させるため、圧下率40％以上で冷間圧延されることが好ましい。冷間圧延後の鋼
板はAcl変態点以上（Ac3＋50）℃以下の温度域に加熱後、30～500秒間均熱し、3～30℃/
秒の平均冷却速度で600℃以下の冷却停止温度まで一次冷却後に、Al量を0.10～0.20％含
む亜鉛めっき浴に浸漬して溶融亜鉛めっき処理を施し、めっきの目付け量を調整するため
に必要に応じてワイピングを行ったのち、２次冷却する方法によって製造できる。めっき
中のFe濃度を調整して、めっきの密着性や塗装後の耐食性を向上させるために、２次冷却
に先んじて450～600℃の温度域で亜鉛めっきを合金化処理することもできる。
【００６９】
　なお、上述したところは、この発明の実施形態の一例を示したにすぎず、請求の範囲に
おいて種々の変更を加えることができる。
【実施例】
【００７０】
　表１に示す成分組成の鋼No．Ａ～Ｋを真空溶解炉により溶製し、分塊圧延でシートバー
スラブとした。
【００７１】
　熱延鋼板は、これらのシートバースラブを、熱延鋼板の製造工程を模して、1250℃に加
熱し、粗圧延を施したのち、仕上げ圧延を850～920℃の温度で行い、400～600℃で巻取相
当熱処理を施して鋼組織における各相の構成を調整して作製した。
【００７２】
　冷延鋼板は、冷延鋼板の製造工程を模して、上記した熱延板に酸洗を施して表面のスケ
ールを除去し、さらに圧下率50％の冷間圧延を施し、引き続いて750～900℃で300秒間の
均熱処理を施した後に、200～500℃まで冷却し30～1800秒間保持したのち室温まで冷却し
、鋼組織における各相の構成を調整して作製した。
【００７３】
　溶融亜鉛めっき鋼板は、合金化溶融亜鉛めっき鋼板の製造工程を模して、冷延鋼板の作
製時に行う、均熱処理、冷却、保持の工程の後、溶融亜鉛めっきを施し、その後、525℃
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に再加熱し15秒間保持したのち室温まで冷却し、鋼組織における各相の構成を調整して作
製した。
【００７４】
【表１】

【００７５】
　これら各種鋼板は、表２に示すように、それぞれの鋼板の種類に従い、熱延鋼板を「HO
T」、冷延鋼板を「COLD」および溶融亜鉛めっき鋼板を「GA」として示して分類した。
【００７６】
　得られた各種鋼板について、鋼組織の同定を行うとともに、その面積率（％）を測定し
た。鋼組織は、鋼板の圧延方向に平行な板厚断面について、ナイタールによる腐食現出組
織を走査型電子顕微鏡（SEM）で5000倍に拡大して各相を同定した。これを画像解析ソフ
ト（Image－Pro；Cybernetics社製）により解析し、各々の構成相について当該相とこれ
以外の相とに２値化した画像を作製した。マルテンサイト相と残留オーステナイト相は、
識別が困難なため、両相を同一とみなして２値化した。これらをソフトの機能を用いてポ
リゴナルフェライト相、ベイナイト相およびマルテンサイトと残留オーステナイトとの合
計の相の各々について面積率を求めた。鋼板を板厚l/4の位置まで研磨した後に、さらに0
.1ｍｍだけ化学研磨した面を測定面として、Ｘ線回折装置でMoのKα線を用いて、fcc鉄の
（200）、（220）、（311）面と、bcc鉄の（200）、（211）、（220）面の積分強度を測
定し、そのfccの比率をもって残留オーステナイト相の体積率を求め、３次元的に均質と
して、これを残留オーステナイト相の面積率とした。上記したマルテンサイトと残留オー
ステナイトの合計の相の面積率から、これを差し引いてマルテンサイト相の面積率とした
。また、圧延方向と直角方向にJIS5号引張試験片を採取し、JIS Z 2241（2011年）に準拠
して、20ｍｍ/minのクロスヘッド速度で室温での引張試験を行って、引張り強度ＴＳおよ
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び降伏強度ＹＳとを測定した。これらの鋼板の鋼組織および機械的特性を表２に示す。
【００７７】
【表２】

【００７８】
　さらに、温間成形での特性を評価するため、圧延方向と直角方向にJIS5号引張試験片を
採取し、JIS Z 2241（2011年）に準拠して、20ｍｍ/minのクロスヘッド速度で、試験温度
が250～400℃の範囲で引張試験を行い、機械的特性を評価した。このときの300℃での試
験と室温での試験における応力－歪み関係から、300℃における歪み量0.05での加工硬化
率の室温における歪み量0.05での加工硬化率の比率を求めた。室温でのＴＳから、試験温
度が250～400℃で最も低いＴＳを差し引く事で温間加工時のＴＳ低下量を求めた。また、
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Ｓ上昇量を求めた。加えて、300℃での温間引張試験を歪み量が0.10の時点で停止し、室
温に冷却した後に再度引張試験を実施して、機械的特性を評価した。300℃で歪み量0.10
の予加工を加えたのちの室温での引張強度から、室温での引張強度を差し引く事で温間加
工後のＴＳ上昇量を求めた。
【００７９】
　また、これら鋼板に温間プレス成形を施し、プレス成形性およびプレス成形品を用いた
耐衝撃特性を評価した。鋼板は220ｍｍ×300ｍｍのサイズのブランク板とし、300℃に加
熱したのち、長手方向に300ｍｍで断面がハット形状の柱状の部材を図５に模式的に示す
ように、鋼板１をダイ２上に置き、しわ押さえ部材３で鋼板１の外端部を固定した上でパ
ンチ４を用いてプレス成形を施し、割れの発生しない最大の成形高さ（限界成形高さ）を
測定し、300℃における限界成形高さの室温における限界成形高さに対する比率を求めた
。また、同様の試験を成形高さ30ｍｍで試験を停止して、成形品の縦壁部について相当塑
性歪みを求めた。相当塑性歪み（ε´）はミーゼスの相当歪みの式において平面歪み変形
を仮定して部材長手方向の歪みをゼロとした体積一定の原則に基づき、板厚歪みから下記
に示す式を用いて計算した。このとき、成形後の板厚は成形深さが１５ｍｍの位置で測定
した。また、図６に示すように成形品の口開き量を測定し、室温における口開き量に対す
る300℃における口開き量の比率を求めた。さらに、このハット部材の底部（フランジ部
側）に同一の鋼板を溶接して断面がハット形状の角柱状の部品を作製し、この長手軸方向
に高さ10ｍの位置から、重量が750kgの重錘を落下衝突させて変位および荷重を測定した
。このときの荷重値を変位50ｍｍまで積分して吸収エネルギーを算出し、室温で成形した
ハット部品の吸収エネルギーに対する300℃で成形したハット部品での吸収エネルギーの
比率を求めた。結果を表３に示す。
　　　　　　　　　　　　　　　記
　　ε´＝２／√３×εｔ

　　εｔ＝ｌｎ（ｔ／ｔ０）
　但し、ε´は相当塑性歪み、εｔは板厚歪み（真歪み）、ｔは成形後の板厚（ｍｍ）、
ｔ０はブランク板（成形前）の板厚（ｍｍ）である。
 
【００８０】
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【表３】

【００８１】
　発明例による鋼板は、300℃で成形した場合には、室温で成形した場合に比較して、限
界成形高さが10％以上（比率1.10以上）の向上を示しながら、これによる口開き量の増減
は5％以内（比率0.95～1.05）と寸法精度の低下は認められず、温間成形の適用で著しく
プレス成形性が向上している。さらに、重錘落下試験での吸収エネルギーも300℃での成
形部品では、室温での成形部品に比較して15％以上（比率1.15以上）の上昇を示し、耐衝
撃特性にも優れていることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明によれば、780MPa以上の引張り強度ＴＳを有する高強度薄鋼板において、温間成
形を適用することでプレス成形性を向上して部品形状の自由度を高め、より成形難易度の
高い部品の高強度化が可能となる。さらに、本発明により製造した構造部材を自動車車体
に適用することにより、より一層の乗員の安全性確保や、大幅な車体の軽量化による燃費
改善を図ることができる。
【符号の説明】
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【００８３】
　１　鋼板
　２　ダイ
　３　しわ押さえ部材
　４　パンチ

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】
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